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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第92期
第３四半期
連結累計期間

第93期
第３四半期
連結累計期間

第92期
第３四半期
連結会計期間

第93期
第３四半期
連結会計期間

第92期

会計期間

自　平成21年
    ４月１日
至　平成21年
    12月31日

自　平成22年
    ４月１日
至　平成22年
    12月31日

自　平成21年
    10月１日
至　平成21年
    12月31日

自　平成22年
    10月１日
至　平成22年
    12月31日

自　平成21年
    ４月１日
至　平成22年
    ３月31日

売上高 (百万円) 126,619105,432 41,638 34,851 167,693

経常利益 (百万円) 11,891 7,822 3,609 2,237 14,341

四半期(当期)純利益 (百万円) 6,426 5,819 1,996 1,214 7,651

純資産額 (百万円) ― ― 44,482 49,167 45,817

総資産額 (百万円) ― ― 117,492107,994112,912

１株当たり純資産額 (円) ― ― 541.22 617.61 557.24

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 81.93 74.19 25.45 15.49 97.55

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 36.1 44.9 38.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,754 4,363 ― ― 8,624

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,381 △2,452 ― ― △2,973

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,318 △4,287 ― ― △10,800

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 5,510 2,929 5,305

従業員数 (名) ― ― 6,573 6,503 6,465

　

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当社グループの主たる事業内容はエンジニアリング事業であり、当社、子会社14社（うち連結子会社11

社）および関連会社２社（うち持分法適用関連会社１社）によって構成されております。当社グループは、

機械・電気計装・システム・土木・建築のエンジニアリング（企画・設計・製作・施工）およびメンテナ

ンス（整備）を行うと共に、鉄鋼生産設備等の操業を行っております。

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

また、主要な関係会社の異動については「３　関係会社の状況」に記載しております。

　
当社グループ等の状況を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

　
　

　

３ 【関係会社の状況】

平成22年10月28日付けで、その他の関係会社であった新日本製鐵株式会社は、当社の親会社となりまし

た。

名称 住所
資本金
又は出資金
（百万円）

主要な
事業の内容

議決権の
被所有割合
（％）

関係内容

（親会社）
新日本製鐵（株）

東京都千代田区 419,524鉄鋼の製造、販売
40.47
（1.69）

同社より、機械・電気計装・シ
ステム・土木・建築のエンジニ
アリング、メンテナンスおよび
操業等を受注している。
役員の兼任１名。

 (注)１　親会社である新日本製鐵（株）は有価証券報告書を提出しております。

２　議決権の被所有割合欄の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

３　議決権の被所有割合については、当第３四半期会計期間末日現在の株主名簿の記載内容が確認できないため、

直前の基準日(平成22年９月30日)以降に受領した大量保有報告書に基づいて記載しております。
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４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 6,503

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 5,074

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年10月１日

　　至　平成22年12月31日）

（百万円）

前年同四半期比(％)

エンジニアリング 26,127 ―

操業 6,516 ―

その他 2,825 ―

合計 35,469 ―

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 売上実績

当第３四半期連結会計期間における外部顧客に対する売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおり
であります。

セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年10月１日

　　至　平成22年12月31日）

（百万円）

前年同四半期比(％)

エンジニアリング 25,649 ―

操業 6,297 ―

その他 2,903 ―

合計 34,851 ―

(注) １　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

２　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

前第３四半期連結会計期間

　  新日本製鐵（株） 25,986百万円 62.4％

　　当第３四半期連結会計期間

　  新日本製鐵（株） 22,525百万円 64.6％

３　金額には消費税等を含んでおりません。
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なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。
　

受注高、売上高、繰越高

期別 区分
期首
繰越高
(百万円)

期中
受注高
(百万円)

計
(百万円)

期中
売上高
(百万円)

期末
繰越高
(百万円)

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

エンジニア
リング

機械 16,746 35,352 52,098 41,047 11,050

電気計装・システム 9,632 14,139 23,772 17,813 5,959

建設 22,467 24,520 46,987 32,065 14,922

計 48,847 74,012122,85990,926 31,933

操業 33 17,223 17,256 17,170 86

その他 ― 6,058 6,058 6,058 ―

合計 48,880 97,293146,174114,15432,020

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

エンジニア
リング

機械 9,986 34,349 44,336 33,401 10,934

電気計装・システム 4,693 14,065 18,759 12,189 6,569

建設 11,587 25,168 36,756 24,624 12,132

計 26,268 73,584 99,852 70,215 29,636

操業 37 18,741 18,778 18,530 248

その他 ― 6,257 6,257 6,257 ―

合計 26,305 98,583124,88895,002 29,885

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

エンジニア
リング

機械 16,746 45,611 62,357 52,370 9,986

電気計装・システム 9,632 18,282 27,915 23,221 4,693

建設 22,467 32,701 55,169 43,581 11,587

計 48,847 96,595145,442119,17426,268

操業 33 23,444 23,477 23,440 37

その他 ― 8,232 8,232 8,232 ―

合計 48,880128,272177,153150,84826,305

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の変更により受注金額の増減がある場合、期中受注高にその増減額を含めて
おります。したがって期中売上高にもかかる増減額が含まれております。

２　期末繰越高は、(期首繰越高＋期中受注高－期中売上高)であります。
３　金額には消費税等を含んでおりません。

　

４　期中売上高のうち主なものは、次のとおりであります。
前第３四半期会計期間　売上金額１億円以上の主なもの

新日本製鐵（株） 　大分製鐵所１高炉改修計装工事
新日本製鐵（株） 　堺製鐵所精整設備増強工事
新日本製鐵（株） 　名古屋製鐵所製銑工場鋳銑機更新工事
（株）シーケム 　コークドラム更新工事
中外炉工業（株） 　新日本製鐵大分製鐵所薄板工場４号加熱炉新設工事

　

当第３四半期会計期間　売上金額１億円以上の主なもの

新日本製鐵（株） 　大分製鐵所製鋼７号集塵ダクト架台設置工事
新日本製鐵（株） 　八幡製鐵所構内給水用鋳鉄管更新工事
新日本製鐵（株） 　広畑製鐵所石炭ヤード工事
新日鉄エンジニアリング（株）　住友金属小倉脱りん炉設置工事
吉川精密（株） 　精密機械工場改築工事

　

５　期中売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。
　　 前第３四半期会計期間

　  新日本製鐵(株) 24,536百万円 64.3％

　　 当第３四半期会計期間

　  新日本製鐵(株) 21,310百万円 67.7％
　

６　期末繰越工事のうち受注金額１億円以上の主なものは、次のとおりであります。

新日本製鐵（株） 　大分製鐵所含炭塊成鉱製造設備建設工事
新日本製鐵（株） 　名古屋製鐵所第２製鋼筋排水本管布設工事
日本鋳鍛鋼（株） 　電気スラグ再溶融工場新設工事
光和精鉱（株） 　ポリ塩化ビフェニル前処理施設建設工事
新日鉄エンジニアリング（株）　岩手沿岸南部クリーンセンター機械配管保温塗装工事
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、円高の進行による輸出の減速やデフレ基調の継続

に加え、景気対策効果の剥落等により、足踏み状態にありましたが、一部に持ち直しに向けた動きが見ら

れました。

  当社グループの主要顧客先である鉄鋼業界におきましては、粗鋼生産が継続的回復基調にあるものの、

原料価格の上昇や円高に伴う競争条件の悪化等により先行き予断を許さない状況であります。

  このような環境のもと、当社グループは、グループ一丸となった受注活動の展開に努め、前年同四半期

と同水準の受注を確保しました。売上高につきましては、前年同四半期に見られた大型繰越工事の完成計

上や売上高の計上基準が工事完成基準から工事進行基準へ変更となった影響等の一過性の増加要因がな

くなったことにより、34,851百万円（前年同四半期比16.3％減）となりました。その結果、営業利益2,246

百万円（前年同四半期比38.3％減）、経常利益2,237百万円(前年同四半期比38.0％減)、四半期純利益

1,214百万円（前年同四半期比39.2％減）となりました。

　また、事業分野別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（エンジニアリング）

　エンジニアリングにつきましては、鉄鋼分野を中心に、機械、電気計装、システム、建設の複合力を活かし

た事業展開を図り、施工生産性の向上と個別工事のコスト削減の徹底に取り組んでまいりましたが、受注

環境は引き続き厳しく、前年同四半期に見られた一過性の売り上げ増加要因もなく、売上高は25,668百万

円、経常利益は1,891百万円となりました。

（操業）

　操業につきましては、粗鋼生産の継続的回復を受け、売上高は6,297百万円、経常利益は239百万円となり

ました。

 

　
(2) 当第３四半期連結会計期間末の資産・負債・純資産及び当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フ

ローの状況

当第３四半期連結会計期間末の連結総資産は、前連結会計年度末と比較して、売上債権の減少（2,459

百万円）、未成工事支出金の減少（1,046百万円）等により、前連結会計年度末112,912百万円から4,917

百万円減少し、107,994百万円となりました。

　負債は仕入債務の減少（1,882百万円）、有利子負債の減少（3,235百万円）及び未払法人税等の減少

（1,722百万円）等により、前連結会計年度末67,094百万円から8,267百万円減少し、58,827百万円となり

ました。

　純資産は、配当による941百万円の減少があったものの、四半期純利益5,819百万円等により、前連結会計

年度末45,817百万円から3,350百万円増加し、49,167百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フローにつきましては、法人税等の支払1,890百万円等によ

り、営業活動によるキャッシュ・フローが1,449百万円の支出となりましたが、現金及び現金同等物2,099

百万円を取崩し、設備投資及び借入金の返済を行いました。その結果、当社グループの有利子負債残高は、

10,091百万円（前連結会計年度末比3,235百万円減少）となりました。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における研究開発費の総額は36百万円であります。なお、当第３四半期連結

会計期間における研究開発活動の状況で重要な変更はありません。

　
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

今後の見通しといたしましては、景気回復基調の継続が期待されますが、円高の進行や株価変動、デフ

レの影響等が懸念され、先行きは不透明であります。鉄鋼業界におきましては、建設向け需要が低迷を続

ける中、原料価格の上昇や円高による競争条件の悪化等、取巻く環境は依然として厳しいものと予測され

ます。

　このような状況のもと、当社グループといたしましては、最大顧客である新日本製鐵株式会社をはじめ

とする鉄鋼関連分野に注力した事業運営を継続し、これまで培ってきた技術・技能・ノウハウという当

社グループの強みをより充実させ、総合力、複合力を最大限発揮するため、技術開発、技術改善、自主管理

活動の活性化に全社をあげて取組んでまいります。加えて、現場力・専門技術力の向上を図るとともに、

お客様への提案力を強化し、当社の得意とするフィールドでの活躍の場を広げ、厳しい受注環境に打ち克

つ所存でございます。

　また、引き続き安全管理の徹底、品質管理の向上、法令遵守徹底の継続とリスクマネジメント活動の充実

を実践し、お客様からあらゆる面で信頼される企業活動を推進してまいります。更に、採算重視の徹底と

コスト削減に傾注し、厳しい事業環境下においても収益を確保できる磐石な経営基盤の構築を図ってま

いります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備の重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下のとおりであり

ます。

　

会社名 所在地
セグメント
の名称

設備の
内容

投資予定額(百万円)
資金調達
方法

着手
年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出
会社

兵庫県姫路市 その他
活性炭　　製
造設備

2,000 ― 自己資金
平成23年
１月

平成23年
12月

生産能力
60％増

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 144,000,000

計 144,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年2月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 78,465,11378,465,113
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数　1,000株

計 78,465,11378,465,113― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年12月31日 ― 78,465 ― 5,468 ― 1,873
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(6) 【大株主の状況】

①平成22年11月８日付けにてアムンディ・ジャパン株式会社より、大量保有報告書（金融商品取引法第27

条の26第１項に基づく報告書）が提出されておりますが、当第３四半期会計期間末現在における状況

が完全に確認できません。なお、当該報告書による平成22年10月29日現在の株式所有状況は以下のとお

りであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数　
(千株)

発行済株式総数に対する　
所有株式数の割合(％)

　アムンディ・ジャパン
  株式会社

 東京都千代田区内幸町一丁目２番２号 4,007 5.11

計 － 4,007 5.11

②平成22年11月30日付けにて新日本製鐵株式会社より、日鐵物流株式会社を共同保有者とする変更報告書

（金融商品取引法第27条の25第１項に基づく報告書）が提出されておりますが、当第３四半期会計期

間末現在における状況が完全に確認できません。なお、当該報告書による平成22年11月29日現在の株式

所有状況は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数　
(千株)

発行済株式総数に対する　
所有株式数の割合(％)

　新日本製鐵株式会社  東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 30,429 38.78

　日鐵物流株式会社  東京都中央区新川一丁目２３番４号 1,327 1.69

計 － 31,756 40.47

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　　平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　30,000

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式78,360,000 78,360 同上

単元未満株式 普通株式　 75,113 ― 同上

発行済株式総数 78,465,113― ―

総株主の議決権 ― 78,360 ―

(注) 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式347株を含めて記載しております。
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② 【自己株式等】

　　平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

太平工業株式会社
（自己保有株式）

東京都千代田区丸の内
２－５－２

30,000 ― 30,000 0.0

計 ― 30,000 ― 30,000 0.0

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 434 399 317 323 328 312 358 389 403

最低(円) 392 278 285 283 288 292 281 329 353

(注)  株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、建設業法施行規則(昭和

24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第３四半期連

結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月

１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により

四半期レビューを受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７

月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 1,594 5,327

預け金 1,357 －

受取手形・完成工事未収入金等 51,094 53,554

未成工事支出金 4,616 5,662

その他のたな卸資産 4,507 4,336

その他 5,043 2,937

貸倒引当金 △35 △60

流動資産合計 68,178 71,757

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 23,639 23,166

機械、運搬具及び工具器具備品 43,167 42,756

土地 16,247 16,402

その他 981 1,482

減価償却累計額 △51,891 △50,663

有形固定資産合計 32,145 33,144

無形固定資産 447 482

投資その他の資産

投資有価証券 1,772 2,040

その他 7,082 7,273

貸倒引当金 △1,631 △1,785

投資その他の資産合計 7,223 7,528

固定資産合計 39,816 41,154

資産合計 107,994 112,912
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 25,487 27,370

短期借入金 3,824 3,904

コマーシャル・ペーパー － 3,000

未払法人税等 1,024 2,747

未成工事受入金 274 359

賞与引当金 1,228 858

完成工事補償引当金 539 979

その他 5,068 6,104

流動負債合計 37,446 45,322

固定負債

長期借入金 6,016 6,109

退職給付引当金 11,560 11,737

役員退職慰労引当金 84 99

その他 3,719 3,825

固定負債合計 21,380 21,771

負債合計 58,827 67,094

純資産の部

株主資本

資本金 5,468 5,468

資本剰余金 1,873 1,873

利益剰余金 36,985 32,020

自己株式 △10 △10

株主資本合計 44,316 39,351

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 258 395

繰延ヘッジ損益 △4 1

土地再評価差額金 3,870 3,958

評価・換算差額等合計 4,124 4,356

少数株主持分 726 2,109

純資産合計 49,167 45,817

負債純資産合計 107,994 112,912
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 126,619 105,432

売上原価 107,609 90,716

売上総利益 19,009 14,715

販売費及び一般管理費 ※１
 6,950

※１
 6,854

営業利益 12,059 7,860

営業外収益

受取利息 2 3

受取配当金 17 25

受取補償金 ※２
 14

※２
 16

雑収入 118 87

営業外収益合計 153 133

営業外費用

支払利息 195 104

売上債権売却損 80 24

雑支出 45 42

営業外費用合計 321 172

経常利益 11,891 7,822

特別利益

負ののれん発生益 － 1,377

貸倒引当金戻入額 43 74

関係会社清算益 73 －

その他 19 2

特別利益合計 135 1,454

特別損失

固定資産除却損 230 75

減損損失 145 140

その他 2 9

特別損失合計 377 225

税金等調整前四半期純利益 11,649 9,050

法人税、住民税及び事業税 4,899 3,018

法人税等調整額 △40 151

法人税等合計 4,858 3,170

少数株主損益調整前四半期純利益 － 5,880

少数株主利益 364 61

四半期純利益 6,426 5,819
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 41,638 34,851

売上原価 35,644 30,310

売上総利益 5,993 4,540

販売費及び一般管理費 ※
 2,354

※
 2,293

営業利益 3,639 2,246

営業外収益

受取配当金 4 7

雑収入 62 37

営業外収益合計 66 44

営業外費用

支払利息 53 32

売上債権売却損 24 4

持分法による投資損失 － 12

雑支出 18 4

営業外費用合計 95 54

経常利益 3,609 2,237

特別利益

貸倒引当金戻入額 18 21

その他 9 －

特別利益合計 28 21

特別損失

固定資産除却損 97 56

減損損失 75 139

その他 1 2

特別損失合計 174 197

税金等調整前四半期純利益 3,463 2,061

法人税、住民税及び事業税 1,286 854

法人税等調整額 113 △22

法人税等合計 1,400 831

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,230

少数株主利益 66 15

四半期純利益 1,996 1,214
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 11,649 9,050

減価償却費 2,189 2,199

減損損失 145 140

負ののれん発生益 － △1,377

貸倒引当金の増減額（△は減少） △216 △179

賞与引当金の増減額（△は減少） 789 370

退職給付引当金の増減額（△は減少） △347 △177

工事損失引当金の増減額（△は減少） △35 －

受取利息及び受取配当金 △20 △29

支払利息 195 104

売上債権の増減額（△は増加） △2,769 2,459

未成工事支出金の増減額（△は増加） 10,136 1,046

たな卸資産の増減額（△は増加） 252 △171

仕入債務の増減額（△は減少） △8,217 △1,882

未成工事受入金の増減額（△は減少） △1,009 △85

その他 △1,005 △2,413

小計 11,736 9,055

利息及び配当金の受取額 20 31

利息の支払額 △201 △81

法人税等の支払額 △5,800 △4,642

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,754 4,363

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △9 △9

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 － 8

有形固定資産の取得による支出 △2,526 △2,479

有形固定資産の売却による収入 295 32

その他 △141 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,381 △2,452

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,050 －

長期借入れによる収入 5,300 －

長期借入金の返済による支出 △7,437 △173

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

－ △3,000

配当金の支払額 △939 △940

少数株主への配当金の支払額 △8 △11

その他 △183 △161

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,318 △4,287

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,944 △2,376

現金及び現金同等物の期首残高 10,455 5,305

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,510

※
 2,929
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

 

 会計処理基準に関する事項の変更

(1)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号)及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

(2) 「企業結合に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号)、「連結財務諸表に関す

る会計基準」(企業会計基準第22号)、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号)、

「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号)、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号)、

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号)を適用してお

ります。

 
　
　

【表示方法の変更】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

 (四半期連結損益計算書関係)

　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号)に基づき財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(内

閣府令第５号)の適用に伴い、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示し

ております。

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

 (四半期連結損益計算書関係)

　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号)に基づき財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(内

閣府令第５号)の適用に伴い、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示し

ております。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

　該当事項はありません。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

　該当事項はありません。

　

【追加情報】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

 
　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１　※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ
ります。

　　従業員給料手当 2,711百万円

　　賞与引当金繰入額 278百万円

　　退職給付費用 171百万円

  　役員退職引当金繰入額 25百万円

　 貸倒引当金繰入額 6百万円

１　※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ
ります。

　　従業員給料手当 2,711百万円

　　賞与引当金繰入額 220百万円

　　退職給付費用 177百万円

　　役員退職引当金繰入額 24百万円

２　※２　設備補償に係るものであります。 ２　※２　設備補償に係るものであります。

　
第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１　※　　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりで
あります。

　　従業員給料手当 888百万円

　　賞与引当金繰入額 85百万円

　　退職給付費用 55百万円

  　役員退職引当金繰入額 8百万円

　 貸倒引当金繰入額 2百万円

１　※　　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりで
あります。

　　従業員給料手当 874百万円

　　賞与引当金繰入額 113百万円

　　退職給付費用 56百万円

  　役員退職引当金繰入額 8百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

現金及び預金勘定 5,532百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△22百万円

現金及び現金同等物 5,510百万円

１　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

現金及び預金勘定 1,594百万円

預け金勘定 1,357百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△22百万円

現金及び現金同等物 2,929百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日)
　
１.　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式　（株） 78,465,113

　
２.　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式　（株） 30,847

　
３.　新株予約権等に関する事項

　

該当事項はありません。

　
４.　配当に関する事項
(1)配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 941 12平成22年3月31日 平成22年６月30日

　
(2)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会
計期間末後となるもの

　

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

　

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)
　

　
建設事業
(百万円)

製品販売等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

39,058 2,579 41,638 ― 41,638

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1 473 475 (475) ―

計 39,060 3,053 42,113 (475) 41,638

営業利益 3,550 88 3,639 ― 3,639

(注) １　事業区分の方法

　 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業  ：機械・電気設備及び計測制御システムの設計・製作・据付並びに運転・整備及び建築・土木工

事の設計・施工・監理等

　 製品販売等：製品・商品販売及び不動産事業
　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　
建設事業
(百万円)

製品販売等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

119,532 7,086 126,619 ― 126,619

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

5 1,391 1,397 (1,397) ―

計 119,538 8,477 128,016(1,397)126,619

営業利益 11,873 185 12,059 ― 12,059

(注) １　事業区分の方法

　 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業  ：機械・電気設備及び計測制御システムの設計・製作・据付並びに運転・整備及び建築・土木工

事の設計・施工・監理等

　 製品販売等：製品・商品販売及び不動産事業

３　会計処理基準等の変更

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号）を適用しております。この変更に伴い、従

来の方法によった場合に比べて、建設事業の売上高は10,108百万円増加し、営業利益が1,357百万円増加して

おります。なお、製品販売等に与える影響はありません。
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【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計

期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略してお

ります。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計

期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　海外売上高の割合がいずれも連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略しております。

　

　
　
【セグメント情報】

　　(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号)及

び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号)を適用して

おります。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、全社的な観点から経営管理・評価をする事業分野別としており、取締役会等

において定期的に報告される対象となっているものであります。

　当社の事業分野は、事業の内容、その経済的特徴等を考慮し、「エンジニアリング」と「操業」の２つを

報告セグメントとしております。

　「エンジニアリング」は、機械・電気計装・システム・土木・建築のエンジニアリング（企画・設計・

製作・施工）およびメンテナンス（整備）の業務を範囲とし、「操業」は、鉄鋼生産設備等の操業を範囲

としております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

エンジニ
アリング

操業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 78,87118,53097,4018,030105,432― 105,432

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

74 ― 74 3,8183,893△3,893 ―

計 78,94618,53097,47611,849109,326△3,893105,432

セグメント利益 6,395 749 7,145 233 7,379 443 7,822

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、製品販売等を含んでおります。

２  セグメント利益の調整額443百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用等が含まれておりま

す。全社費用等は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

エンジニ
アリング

操業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 25,6496,29731,9472,90334,851 ― 34,851

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

18 ― 18 1,2351,254△1,254 ―

計 25,6686,29731,9664,13836,105△1,25434,851

セグメント利益 1,891 239 2,131 48 2,179 57 2,237

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、製品販売等を含んでおります。

２  セグメント利益の調整額57百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用等が含まれております。

全社費用等は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

　

　

(金融商品関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

　
(有価証券関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

　
(デリバティブ取引関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。
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(１株当たり情報)

　　１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

617.61円 557.24円

　 (注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 49,167 45,817

普通株式に係る純資産額(百万円) 48,441 43,708

差額の主な内訳(百万円)
　少数株主持分

 
726

 
2,109

普通株式の発行済株式数（千株） 78,465 78,465

普通株式の自己株式数（千株） 30 29

１株当たり純資産額の算定に用いられた
四半期連結会計期間末(連結会計年度末)
の普通株式の数（千株）

78,434 78,435

　

　

　　２．１株当たり四半期純利益

　第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益　　　　　　　81.93円 １株当たり四半期純利益　　　 　　　　　 74.19円

　 (注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　 ２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

四半期純利益(百万円) 6,426 5,819

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 6,426 5,819

普通株式の期中平均株式数(千株) 78,438 78,435
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　第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益　　　　　　　　25.45円 １株当たり四半期純利益　　　 　　　　　15.49円

　

　 (注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　 ２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

四半期純利益(百万円) 1,996 1,214

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,996 1,214

普通株式の期中平均株式数(千株) 78,438 78,434

　
　

　
(重要な後発事象)

　

該当事項はありません。

２ 【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月９日

太平工業株式会社

取締役会  御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　  二 ノ 宮　 隆　雄 　 印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    櫻　 井　 紀　 彰    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平

工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平工業株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、第１四半期

連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」を適用しているため、当該会計基準により四半期連結財務

諸表を作成している。

 

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月10日

太平工業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任　あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    二 ノ 宮    隆  雄    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    櫻　 井　　紀　 彰　  印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平

工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平工業株式会社及び連結子会社の平成22年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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